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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
導電タブ領域を有する、コイル式電極組立体用の電極板を製造する方法であって、
ａ．　導電多孔性基板の露出した表面を活性物質の層によって被覆することにより電極板
を形成する工程と、
ｂ．　互いに軸のずれた隆起面探針をそれぞれ有し、対向する２枚の穿孔板の前記隆起面
探針が前記活性物質の層を貫通すると共に、基層をなす前記導電基板に前記隆起面探針が
貫入するように、前記対向する２枚の穿孔板を前記活性物質の層に適用することによって
、前記対向する２枚の穿孔板により前記電極板の領域を穿孔する工程と、
ｃ．　前記穿孔工程の結果として生ずる前記活性物質の穿孔結果領域を超音波を当てるこ
とにより清浄化し、基層をなす多孔性基板を露出させて、導電タブ領域を形成する工程と
、
ｄ．　前記露出した基層をなす多孔性基板に導電タブを接着させる工程と、
を備えていることを特徴とする、電極板を製造する方法。
【請求項２】
２以上の穿孔工程をさらに含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
前記超音波は、平滑な表面を有する超音波ホーンと隆起した表面を有する金敷とにより当
てられることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項４】
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前記金敷は、可動ホイール金敷からなることを特徴とする請求項３に記載の方法。
【請求項５】
前記露出した基層をなす多孔性基板は、前記清浄化工程の後は活性物質が十分に除去され
ていることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項６】
前記接着工程は、超音波を当てることにより行われることを特徴とする請求項１に記載の
方法。
【請求項７】
隆起した表面を有する超音波ホーンと平坦な表面を有する金敷とにより前記超音波が当て
られることを特徴とする請求項６に記載の方法。
【請求項８】
前記導電タブは、ニッケル又はニッケル鍍金鉄鋼により形成されることを特徴とする請求
項１に記載の方法。
【請求項９】
前記導電タブは、矩形形状の単一層導電タブであることを特徴とする請求項１に記載の方
法。
【請求項１０】
前記導電タブは、ｈ字形状又はｖ字形状の２重層導電タブであることを特徴とする請求項
１に記載の方法。
【請求項１１】
前記導電タブに穴を開ける工程をさらに含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
前記導電タブと導電領域とをテープで留める工程をさらに含むことを特徴とする請求項１
に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
本発明は、導電タブを有するコイル式電極組立体と、導電タブをコイル式電極に接着する
方法と、かかる組立体を使用している電気化学的電池とに関する。
コイル式電極組立体を使用している電気化学的電池は、その技術分野では周知である。こ
れらの電池構造においては、通常、コイル式電極組立体が、電池の電流導電端子として機
能する複合ハウジングに挿入されている。この種の電池を組み立てる際には、最初に、溶
接等の適切な手段により導電タブを電極に固定しなければならない。
電極組立体を使用する電池は、水素化ニッケル合金、ニッケルカドミウム、ニッケル亜鉛
等の様々な電気化学系を用いて製造することができる。水素化ニッケル合金電池を用いる
場合、水素化ニッケル合金電池の負電極は、通常、水素化金属の形態の水素蓄電極である
。正電極は、通常、水酸化ニッケルである。本技術分野では周知のように、これらの電池
には、隔離板及び電解液も含まれている。
正電極片は、通常、水素化ニッケル合金の最外部に巻かれた電極であり、一方側の端部が
容器の選択領域に、反対側の端部が電池のハウジングに固定されている導電タブを備えて
いる。導電タブを電極に固着する前に、導電性容器の選択領域からいかなる活性電極物質
も除去しなければならない。従来、この除去は、空気噴射、削り落とし、吸引、超音波除
去等の処理により実行される。しかし、これらの方法を使用すると、基板からの活性物質
の除去効率及び基板への導電タブの結果的な溶接接続の強度は、容器（基板）に依存する
ことになる。
フェルト製、発泡体、及び、他のもろい基板から作られた導電性容器を開発する際には、
基板から活性物質を除去し、導電タブを接着する作業が一層困難になる。望ましい領域か
らの活性物質の超音波除去、電極の全端部に沿った基板からの活性物質の除去、タブ領域
を補強するための「ｔ」又は「ｖ」又は「ｈ」の形状の導電タブの接続等、基板から活性
物質を分離し遊離するために様々な方法が使用されている。
電極の全長にわたって活性物質を除去するとこれらの種類の電池の製造効率に寄与するが
、今日の傾向は、電気化学的電池に存在する活性物質の可能な限り多くを反応させて容量
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を最大化させることである。基板を弱体化させたり損傷させることなくもろい基板から活
性物質の極めて小さな領域だけを十分に取り除き、その結果活性物質が除去された基板に
導電タブを接着可能にするコイル式電極組立体の製造方法が依然として必要とされている
。
本発明は、コイル式電極組立体及びその製造方法に関する。具体的には、本発明は、導電
タブを接着したコイル式電極組立体に使用されている電極板に関する。本明細書に記載さ
れた方法においては、活性物質により被覆された電極板の導電タブ領域を処理することで
、超音波清浄化に続く工程により、その領域にある活性物質のすべてが十分に除去される
。このように処理された領域に導電タブを超音波溶接した結果、電極板は強固な統合型タ
ブ組立体を備えることになる。
本発明の第１工程は、穿孔工程である。この工程では、軸をずらして対向する穿孔板が、
導電タブ領域の電極板に押し付けられる。穿孔板は隆起面探針を有し、これらの探針は活
性物質を貫通し、処理領域にピンホールのパターンを形成する。処理領域を清浄化する次
の工程の結果、導電タブ領域から活性物質が十分に除去される。本発明の処理を用いるこ
とにより、様々な種類の導電タブが清浄化領域に接着可能になり、その結果、強固な統合
型タブ組立体が形成される。
本発明の処理により準備された電極は、タブ領域が比較的平坦であるために、電気化学的
電池に使用されるコイル式組立体として組み立てることが容易になることも判明している
。さらに、この処理により、完成した電気化学的電池に一層活性化した物質を編入するこ
とが可能になり、その結果容量が拡大することになる。
図１は、隆起面探針を有する穿孔板に接触する電極板の側面図である。
図２は、隆起面探針を有する穿孔板の正面図である。
図２ａは、穿孔板の隆起面探針の拡大側面図である。
図３は、本発明の穿孔工程後の電極板導電タブ領域を示す写真である。
図４は、本発明の穿孔工程及びその結果として生じた領域の清浄化後の電極板タブ領域を
示す写真である。
図５は、本発明の穿孔工程を行うことなくタブ領域の超音波清浄化を行った後の比較用電
極板タブ領域を示す写真である。
本発明の処理の第１工程では、電極板の導電タブ領域が、隆起面探針を有し、軸をずらし
て対向する穿孔板により穿孔される。次の工程では、穿孔された領域から活性物質が除去
されて、活性物質を十分に除去した基層をなす多孔性基板が露出される。次に、露出した
基層の多孔性基板に導電タブが接着される。
本発明により作られた電気化学的電池における正電極の準備に使用される基板には、発泡
体、フェルト等の機械的強度の低い高多孔性基板が含まれている。望ましい電気化学的シ
ステムのために、これらの基板は活性物質で被覆される。
水素化ニッケル合金の場合には、正電極の活性物質は、水酸化ニッケル等のニッケル化合
物の１つ又は複数の混合物からなる。活性物質は、本技術分野では周知のように、酸化コ
バルト等の高導電性物質と、カーボンブラック等の導電性物質と、濃化剤と、接着剤等を
含む。金属粉と他の構成材料とを水で混合して湿潤スラリーを形成する。この湿潤スラリ
ーは、ドクターブレード、ローラ塗布、スプレー塗布等の周知の方法により多孔性基板に
塗布される。次いで、塗布された基板は、乾燥されてカレンダー加工処理され、本技術分
野で周知の手段により滑らかで固い電極板を形成する。電極板の厚さは最終的には約０．
６乃至０．７ｍｍとなる。中でも０．６３乃至０．６７ｍｍが好ましい。次いで、電極板
は望ましいサイズに切断されて、電気化学的電池で使用される。
軸をずらして対向する穿孔板により導電タブ領域に穿孔することにより、基層をなす多孔
性のもろい基板に損傷を与えることなく、導電タブ領域から活性物質を十分に除去できる
ことが判明している。活性物質が除去された導電タブ領域は、清浄化領域に接着される導
電タブの幅よりやや大きい。
図１は、穿孔工程において対向する穿孔板（２）に接触した電極板（１）の正面図を示す
。電極板（１）は、最終的に点になる軸のずれた隆起面探針（３）を有する対向する穿孔
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板（２）から約２０乃至１１０ｐｓｉの圧力を受ける。対向する穿孔板が電極板に接触す
ると、隆起面探針の軸はずれており、隆起面探針（３）の先端が互いに接触することなく
、基層をなす多孔性基板の表面を貫通する。最も好ましい実施例においては、隆起面探針
は、基層をなす基板を介して電極板を貫通するが、電極板の反対側の面からは出ない。
図２は、軸のずれた隆起面探針（３）を有する穿孔板（２）の正面図を示す。面探針は距
離（４）だけ隣接する探針からずれ、距離（５）だけ面探針の次の行からずれており、対
向する面探針が電極板に対して圧接したときに、互いに接触しないようになっている。１
つの面探針の拡大側面図である図２ａに示すように、好ましくは、面探針は、面探針の底
辺から頂点に垂直に引かれた線から２０度未満、望ましくは１８乃至２２度の鋭角（６）
に形成される。面探針の底辺（７）は約０．４ｍｍであり、高さ（８）は約０．６ｍｍで
ある。これは電極板の厚さに左右される。基層をなす多孔性基板に損傷を与えないように
、面探針の底辺及び高さは様々な寸法に変更可能である。例えば、より細い面探針が使用
される場合、基層をなす多孔性基板に損傷を与えることなく、探針は電極板の反対側の面
から出ることができる。より幅広の面探針が使用される場合、電極板への面探針の貫通深
度は、基層をなす多孔性基板に損傷を与えないようにすべきである。
図３は、本発明の上記穿孔工程により処理された電極板導電タブの写真である。結果とし
て生じた領域は、電極板の表面上のピンホール、即ちダイヤモンド形状のパターンを有す
る。基板の種類と付加される活性物質の厚さに応じて、次の清浄化工程中のこの領域から
の活性物質の十分な除去を容易にするために１つ又は複数の穿孔工程を使用できる。
処理の次の工程では、従来の手段を用いて、導電タブ領域から活性物質が取り除かれる。
好ましい実施例においては、超音波処理を使用して活性物質を除去する。本発明の穿孔工
程では、処理された領域から活性物質を十分に除去するのに必要な超音波の量も少なく、
その結果、基層をなすもろい基板への損傷を低下させるものと考えられる。処理された領
域に超音波を当てるために使用する機器は種々あり、通常は、平滑面又は隆起面を有する
超音波ホーンや、平滑面又は隆起面をもつ金敷である。本発明の最も好ましい実施例にお
いては、超音波ホーンは平滑な表面を有し、金敷は、基板への損傷を防ぐためにダイヤモ
ンド形状の鈍点を有する隆起面を備えた可動ホイールから構成される。当てられた超音波
の量は、通常、少なくとも約２０ｋＨｚの範囲における１００パーセント振幅（約２０キ
ロジュールのエネルギ）で、約０．５乃至１．０秒の期間である。
図４は、本発明の穿孔工程とその後に続く超音波清浄化工程で処理された導電タブ領域の
写真であり、導電タブ領域の活性物質を十分に除去した基層をなす多孔性基板を示す。写
真には、鋭敏なままのもろい基板の完全な状態が示されている。
図５は、比較方法による写真であり、この方法では、本発明の穿孔工程なしに超音波清浄
化だけを用いて導電タブ領域の清浄化が行われており、基層をなすもろい多孔性基板の繊
維の損傷を示している。本発明の少なくとも１つの穿孔工程も使用することなく導電タブ
領域の超音波清浄化を行うと、基板の超音波清浄化された導電タブ領域に導電タブを溶接
できる可能性が破壊されてしまう。
処理領域から活性物質を取り除くと、超音波又は抵抗溶接を用いて導電タブが基板に接着
される。導電タブはニッケル又はニッケルメッキされた鉄鋼であり、２重層タブ（ｖ字形
状又はｈ字形状）や矩形の平坦な単一層タブ等の任意の望ましい形状にすることができる
。本発明の好ましい実施例においては、超音波溶接により矩形形状の単一層タブが基板に
接着されている。超音波溶接は、本技術分野において周知の手段により実施される。好ま
しい実施例においては、超音波ホーンは隆起面を有し、金敷は平坦面を有している。基板
と導電タブとの間の摩擦溶接を形成するためには、超音波振動を、溶接する表面に平行な
方向に（１８０度）、２０ｋＨｚで１００パーセントの振幅で当て、溶接圧力は約３０ｐ
ｓｉとする。使用する導電タブの種類に応じて、溶接エネルギは、単一層タブの約１８ジ
ュールから２重層タブの４５ジュールの範囲にわたり、溶接時間は約０．５乃至１秒であ
る。
本発明の最も好ましい実施例においては、隆起面を有する超音波ホーンと平坦面を有する
金敷とを用いて、清浄化されたもろい基板に単一層導電タブが接着される。単一層導電タ
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ない。通常、導電タブのもろい基板への超音波溶接には、ｈ字型タブやｖ字型タブ等の２
重層タブが使用される。これらの２重層タブは、隆起面を有する金敷や隆起面を有する超
音波ホーンの使用を容易にする、というのは、基板は２つの金属層間に挟まれており超音
波ホーン又は金敷には接触してないからである。隆起面を有する金敷を使用すると、単一
層導電タブを溶接するときに、基板の露出したもろい繊維が壊れる。本発明の方法を使用
することにより、平坦な金敷を用いて、あらゆる形状のタブがもろい多孔性基板の導電性
タブ領域に首尾よく溶接可能であることが判明している。
次に、上述のように接着された導電タブを備えた正の電極は、従来の工程により処理可能
である。これらの工程には、柔軟性を改良しタブの電池キャップへの接着を容易にするた
めに電極端の上方のタブにパンチホールを形成する工程、及び／又は、溶接の追加強度を
保証し内部の短絡を防ぐために導電タブと導電タブ領域とをテープで留める工程が含まれ
る。
２重層導電タブに対して単一層導電タブを使用する可能性は、通常、２重層タブ（即ち、
厚みが２重）を備えたコイル式電極組立体に接続されている隆起領域を除去することより
、商業面での製造処理過程を改善する。この隆起領域を除去することにより、内部短絡の
可能性を低下させて、コイル式電極組立体に統合される電極の追加層を使用することもで
きる。
以下に示す例は、本発明の方法を用いて、超音波溶接と従来の抵抗溶接との結果を比較す
る。正の電極は、Ｅｌｔｅｃ社のＥｌｔｅｃ ４００発泡材料等の約３２０ｍ2／ｇ乃至約
５００ｍ2／ｇの重さのニッケル鍍金発泡性基板上に望ましい材料（水酸化ニッケル、酸
化コバルト、ゲル化剤、接着剤及びカーボンブラック）の湿潤スラリーを塗布して準備さ
れている。次に、塗布基板を約１１０乃至１２０℃で乾燥して、約３０乃至４０トンの圧
力を用いてカレンダー処理して、正の電極板を形成する。次に、正電極板を望ましいサイ
ズに切り取る。一連の電極板が、導電タブ領域を処理し形成するように、本発明の１つ又
は複数の穿孔工程を用いて準備される。導電タブ領域は、平滑な表面を有する超音波ホー
ンと隆起面を有する可動ホイール金敷とにより超音波清浄化を用いて清浄化される。
次いで、単一層導電タブが超音波溶接により清浄化領域に接着される。超音波溶接は、隆
起面を有する超音波ホーンと平滑な表面を有する金敷とを用いて実施される。従来の抵抗
溶接を用いると、２重層導電タブが上述のように準備された第２の連続する電極板に接着
される。
タブ溶接の強度は、Ｌｌｏｙｄ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社のＭｏｄｅｌ ＬＸＲの引っ
張り試験器での標準的な引っ張り試験を用いて測定される。この試験は、テスタ組立体の
一端で導電タブを、他端で電極板の底部を締めつけることで実施される。次いで、タブと
電極板との接続が、導電タブ／基板溶接が弱体化する直前の最大の力に到達するまで、毎
分５ｍｍの速度でこれらの締めつけが反対方向に引っ張られる。その結果は表１に報告さ
れている。
本発明の穿孔工程を使用することなく超音波により清浄化された電極板を用いて、比較例
を実行した。基層をなす基板が損傷したり導電タブ領域からの活性物質の除去が不完全で
あるために、超音波溶接を用いては単一層導電タブをこの電極板に溶接することができな
かった。その結果は表１に示してある。各サンプルは、同一の処理工程を用いた５つの異
なるロットからの５つのサンプルの平均結果を表す。
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この結果は、本発明の処理を用いることにより単一層導電タブを接着するときの一貫した
溶接力を示している。さらに、本発明の処理は、２重層タブ／基板抵抗溶接のものに匹敵
する単一層タブ／基板溶接力を提供している。

【図１】 【図２】

【図２ａ】



(7) JP 4233606 B2 2009.3.4

【図３】

【図４】

【図５】
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